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日本における医薬品の経済的評価の

進展状況に関する調査1)

大知久一*1 桑山哲也*2 田中信朗*3

Gregory P. Hess*4 Chris M. Kozma *5 Amy Grogg*6 

日本における医薬品の経済的評価の進展状況を把握するため、①日本製薬工業協会の会員会社、②医療経済研究

機構で登録された医療経済研究者、③日本の全薬学部、④全大学病院および⑤任意抽出の厚生省関係者にアンケー

卜を実施した。

268通の送付に対し、 114通の有効回答があり、以下の項目に着目して結果を分析した。

1) 医薬品の経済的評価の実施状況、活用状況

2) 医薬品の経済的評価の、各種意思決定および研究開発における活用可能性

3) 方法論としての手法の評価

4) 医薬品の経済的評価の進展に対する樟害
定性的に言えば、日本における医薬品の経済的評価は発展の初期段階にあり、実施・活用状況については回収分の

60~65%が活発ではないことを示している。全ての回答者が医薬品の経済的評価の有用性自体は認めており、その

活用については「産業分野j、「研究開発のフェーズIVJにおいて最も活用可能性が高いと考えている。現時点で

は、方法論や実施の目的に関する社会的な共通認識も形成されていない。また、発展のための最大の障害は、専門

家と良質なデータの不足と考えられている。

キーワード:医療のテクノロジーアセスメント、医薬品の経済的評価、アンケー卜調査、進展状況調査、専門教育、

活用可能性、医薬品の研究開発 (R&D)、手法の評価、進展の障害

はじめに

近年、先進各国における医療用医薬品(以下「医薬品J)

の経済的評価2)に対する取り組みは、方法論やその主体の

違いこそあれ、概ね「経済的評価の実施と結果の活用」に

向けて進展しつつある。オーストラリア、カナダ、イギリ

スにおける医薬品の経済的評価に関する政府のガイドライ

ンの制定、米国製薬協 (PhRMA:Pharmaceutical 

Research and Manufactures of America)による自主基

準の策定などの公的な動きに加え、アメリカ、ドイツ、イ

タリア等においては、研究者やシンクタンクが独自にガイ

ドラインの草案を発表するなどの動きもみられる。

なぜ、ここにきて医薬品の経済的評価に対する取り組み

が活発におこなわれているのであろうか。そこには、「効率
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化」をキーワードとして、先進各国の聞に同様のトレンド

を読みとることが出来る。

アメリカを除く先進各国では、医療サービスのあるレベ

ルまでは、価値財め(MeritGoods)として認識され、その

供給システムの確立を、市場機構によらず、医療保障制度

等の公的介入により達成してきた。医療供給システムの構

築過程において、医療を価値財とする価値規範が優先され、

「効率化」がある面では軽視されてきたのは事実であろう。

現在、先進各国において医療における価値財としての医

療のレベルが一応達成されたと考えられるに至り、次の段

階として「マクロ的なコントロール下での医療費」という

制約ある資源を有効利用するために、医療における「効率

化」が求められているのが現状であろう。

医薬品に関しても、医療サービスという財を生産するた

めの重要な要素として、同様なことが言える。加えて、医

薬品は医療サービスという財の生産要素の中では、相対的

に医療費に占める割合が高く、また生産要素としての独立

性が高く比較的取り組みやすいため、他の生産要素に比べ

その「効率化」が強く求められているのが現状であると考

えられる。

わが国における、薬価算定方式の変更、新仕切価制への

移行、旧西ドイツにおける医療保障制度構造改革法の施行
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(1989年)などは、この「効率化」に向けての医薬品の供給

システムの見直しと位置づけられる。

医薬品の経済的評価も同様に「医薬品使用における効率

化Jの中に位置づけられるが、医薬品の経済的評価が上記
の制度面からの効率化へのアプローチと異なる点は、医薬

品という財そのものに立ち返り、費用対効果 (Cost

E任ectiveness)という財の情報を獲得し、その情報をシス

テムの中に取り込むことにより、「医薬品使用における効率

化」を図ろうとする点にある。これは、医薬品だけではな

く、医療におけるテクノロジーアセスメント全般に言える

ことである。

このような先進各国における効率化への動きのなか、わ

が国では 1992年8月の薬価交渉より、厚生省が新薬の薬価

申請に際して医薬品の経済的評価を参考資料として提出す

るよう要請を行っている4)。その他にも厚生省が関わる報告

書等にも「費用対効呆」という言葉が散見され5)、表面的に

はわが国においても医薬品の経済的評価に対する取り組み

が活発化してきているように見受けられる。事実、厚生省

の希望薬価申請資料の様式に、経済的評価の要旨が付け加

えられてからは、企業の委託研究も増加し、94年には 10編

以上の論文が発表されている。

しかし、わが国における医薬品の経済的評価は緒につい

たばかりであり、その結果の活用を含めて医療システムの

中に明確な形で取り込まれているわげではなく、その認識

及び取り組みは、医療システムの各主体により異なること

が予想される。

我々は上記のような状況認識のもとに、医療システムの

各主体が、医薬品の経済的評価をどのように認識し、どの

ような取り組みを行っているのかを明らかにし、今後の医

薬品の経済的評価の進展において何が障害になるのかを把

握する為に、 1995年2月に広範なアンケート調査を実施し

た。

本稿は、このアンケートの調査結果の報告を目的とする。

1 調査概要

1-1 調査目的と内容

日本に於ける医薬品の経済的評価の進展状況の把握、今

後の医薬品の経済的評価の必要性ならびに、進展の為の障

害を明らかにする事を目的とし、アンケート調査を実施し

た。調査内容は、以下の 4点を具体的な調査項目とし、各

設聞を作成した(添付資料参照)。

a. 医薬品の経済的評価の実施状況、活用状況

b. 医薬品の経済的評価の、各種意思決定及び研究開発

における活用可能性

c. 方法論としての手法の評価

d. 医薬品の経済的評価の進展に対する障害

1-2 調査対象

日本製薬工業協会(以下「製薬協J)会員会社63社6)、医

療経済研究者38名7)、日本の全薬学部46施設、日本の全大

学病院81施設、厚生省関係者40名8)の計268名に対して

アンケート調査を実施した。

送付先は製薬協関係会社は、財団法人医療経済研究機構

登録窓口担当者、医療経済研究者は対象個人、薬学部は薬

学部部長、大学病院は薬剤部長、厚生省関係者は対象個人

宛とし、送付対象者の所属組織内で当アンケート回答に関

して他に適任者がいる場合は代理の回答を可とした。

アンケート対象者選定に当たっては、回収可能性を優先

したため、製薬協会員会社、厚生省関係者に関しては、窓

意的な選定が行われており、統計上の母数としては適切で

ないことに留意する必要がある。またアンケートは個人レ

ベルでの回答を求めた内容になっているが、代理回答を可

としたために、製薬協関係会社では、一部組織として回答

がなされた可能性がある。

1-3 調査方法

往復郵送方式にて実施した。

2 調査結果

2-1 回収状況 ¥ 

全体の回収状況は発送268名に対して、回収114名、回

収率は 42.5%であった。

調査対象別の回収率は製薬協会員会社63.5%(40/63)、医

療経済研究者26.3%(10/38)、薬学部45.7%(21/46)、大

学病院32.1% (26/81)、厚生省関係者42.5%(17/40)で

あった。

2-2 集計結果

以下、若干の考察を加えながら集計結果を述べる。

2-2-1 解答者の内訳

設問1の属性別 (majorarea of practice) とフェイス

シート backgroundをクロス集計した結果が表1であ
る9)。

2-2-2 わが国おける医薬品の経済的評価の実施・活用状況

2-2-2-1 医薬品の経済的評価への参加・活用経験

表2は、医薬品の経済的評価への参加経験の長さ(設問

2)を属性別に示したものである。回答者の 65.45%が参加

経験がないとの結果を得た。先に述べたように母数の問題

はあるものの、製薬企業の参加経験者が55.0%であるのに

対してその他の属性の平均は 23.3%と、製薬企業の参加率

の高さが際だ、っている。

設問2に対して「参加経験無し」と回答したもの (72名)

のうち、「医薬品の経済的評価データを活用したことがあ

るJ(設問2b) と答えたものは全体で25名 (33.79%)で
あった。

設問2、設問2bにおいて、製薬企業のみを抽出した場

合、医薬品の経済的評価への関与は、1-3年に集中(設問 2: 

90.90%、設問2b : 90.00%)している。これは、前述した

ように 92年より厚生省が薬価申請時に医薬品の経済的評
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表1 回答者の内訳(n=114)

Background 

major area of practice Medicine Pharmacy Economics Others No response 総計

Academia 5 19 6 l 2 33 

恥1anufacturing/lndustry 1 15 9 11 4 40 

Medical Institution/Clinic 1 18 。 2 2 17 

Government 8 5 。 2 2 17 

Others 。 1 。 。 。 1 

No response 。 3 。 。 。 3 

総計 15 61 15 14 9 114 

表2 医療品経済的評価への属性別参加状況(n=IIO)

major area of practice Do not 1-3years 

Academia 22 5 

66.67% 15.15% 

Manufacturing/lndustry 18 20 

45.00% 50.00% 

Medical Institution/Clinic 17 2 

85.00% 10.00% 

Government 15 2 

88.24% 11.76% 

Others 1 。
100.00% 0.00% 

総計 72 29 

65.45% 26.36% 

表3 専門教育の実態(複数回答/回答者数日名)

Advanced degree 5 5.5 % 

Fellowship 4 4.4 % 

Attended workshops 34 37.4 % 

On-the-job training 42 46.2 % 

None l 1.1% 

Other 5 5.5 % 

91 100.0 % 

価に関するデータの提出を指導している為と考えられる。

設問2において、日本企業 (28社)と外資系企業(12社)

との比較をおこなったが、参加率には際だ、った差異は見ら

れなかった(日本企業53.57%、外資系企業55.00%)。

2-2-2-2 医薬品の経済的評価関与者の専門教育の実態

表3は、設問2及び設問 2bにおいて医薬品の経済的評

価に関与した経験のあるもの (64名)を抽出してどのよう

な専門教育を受けたかを集計したものである(設問 3)。

ほとんどが、 Attendedworkshops、On-the-jobtraining 

であり、業務上の必要性から専門教育を受けたものと推察

される。

2-2-3 医薬品の経済的評価の活用可能性

How many years participated 

4-6 7-9 >9 総計

4 1 1 33 

12.12% 3.03% 3.03% 100.00% 

2 。 。 40 

5.00% 0.00% 0.00% 100.00% 

。 。 1 20 

0.00% 0.00% 5.00% 100.00% 

。 。 。 17 

0.00% 0.00% 0.00% 100.00% 

。 。 。 1 

0.00% 0.00% 0.00% 100.00% 

6 1 2 110 

5.45% 0.91% 1.82% 100.00% 

2-2-3-1 日本の医療環境の変化と医薬品の経済的評価へ

のニーズ

「日本の医療環境の変化は、医薬品の経済的評価へのニ

ーズを高めるか」との問い(設問 4)に対しては、全体で平

均値2.29土0.910)と、「ニーズを高める」との認識であり、

属性別の集計においても差異は見られなかった。

2-2-3-2 意思決定における活用可能性

設問4において、日本の医療環境の変化は医薬品の経済

的評価へのニーズを増すとの認識を有しているとの結果を

得たが、設問5では以下に示す意思決定のそれぞれにおけ

る活用可能性を質問した。質問に際して、医療システムに

おける意思決定を以下のように分類した。

1) Social decisions (policy making， allocation of 

limited resources) 

2) Industry decisions (drug development， marketing) 

3) Institutional decisions (Physician or Hospital 

formulary decisions) 

4) Patient management decisions (c1inical decision 

making， QOL) 

トータルでIndustrydecisionsへの活用可能性が5.28土

l.2611)と、相対的に高く評価されている(表4)。
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Extremely valuable 
7i 

5 

4 

一。-Academia 
-ー-M加 ufactu出19/Industry
---..-Medical Institution/Clinic 
-→←-Goverment 

2 

Not valuable 

Phase rv Phase III Phase II Phase I PrAliIdeal 

(n=64) 

表6 医薬品の経済的評価の進展に対する障害 (n=113)

Lack of mean :t sd 

医薬品の研究開発における適応可能性

表4 各種意思決定における活用可能性(n=113)

type of decisious mean土sd

図1

1.31 

1.59 

1.48 

1.25 

1.51 

2.22 

+
一
+
一
+
一
±
十
一
±

3.30 

3.40 

3.83 

2.26 

2.64 

4.25 

training facilities 

interest in th巴topic

financial support 

trained experts 

good quality data 

other 

4. 96:t 1. 50 

5.28土1.26

4.95士1.47

4.97:t1.57 

social 

industry 

institutional 

patient managem巴nt

一方、製薬企業における経済的評価の活用は、厚生省へ

の提出資料作成とともに、医薬品の研究開発の go/stopの

意思決定での活用が想定される。しかし、 Preclinical 

(2. 09:t 1. 47)、Phase1 (2.31:t1.10)での評価の低さは、

Phase III、PhaseIVを中心とした前者への対応が実施の主

目的であるか、あるいは、 Preclinical、Phase1では後者

での有用牲が認められるレベルにはないか、そもそも経済

的評価の実施自体が困難との認識であると考えられる。

最も有用な経済的評価手法 (n= 63) 

CBA 

CMA 

CEA 

CUA 

NONE 

32.81% 

9.38% 

43.75% 

10.94% 

1.56% 

-
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U

O
内
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巧
，
t

1

1
ム

q
L

つ臼

表5

2-2-4 医薬品の経済的評価の方法論叫について

表5は、設問2、設問 2bにおいて医薬品の経済的評価に

関与した経験のあるものを抽出し、医薬品の経済的評価の

方法論として、 rCBA、CMA、CEA、CUAのうちもっと

も有用であるあるものはどれか」との質問に対する回答を

集計したものである。

CEAを最も有用とするものが多く、全体の 43.75%であ

った。また、全回答を対象とした集計でも同様の結果が得

られた。

2-2-5 医薬品の経済的評価進展に対する障害について

表6は、設問lH医薬品の経済的評価の進展の障害は何

か」との質問に対する属性別の集計15)である。

医薬品開発の各フェーズ12)における経済的評価

の有用性

設問6は、設問5において比較的適用可能性が高いとさ

れた Industrydecisionsの医薬品開発の各フェーズでの有

用性に着目した設問である。

図1では、設問2、設問2bにおいて医薬品の経済的評価

に関与した経験のあるもの(64名)の回答を抽出し、集計13)

をおこなった。

フェーズが進むにつれその有用性は高いとする傾向が各

属性共通に見られるが、設間にある有用性の解釈が各属性

により異なるものと考えられる。

厚生省関係者の回答は、Preclinical (2 . 20:t 1.17)、Phase

1 (2.40:t 1 .30)、PhaseII (2. 60士1.20)がPhaseIII

(5.60:t0.80)、PhaseIV(6.20:t 0.75)に対して相対的に低

い評価となっており、経済的評価の結果を医薬品の承認あ

るいは薬価算定等の参考とする事を想定していると考えら

れる。

2-2-3-3 



全体で見ると、専門家の不足と、良質なデータの不足が

大きな障害として認識されており、専門家の不足は、設問

3でみられた、専門教育をうけた人材が少ない事実と整合

性がある。

今回の結果では、財政援助の不足は 3.83ポイントと、相

対的にあまり障害とは認識されていないが、本格的に医薬

品の経済的評価が実施される段階になれば、その費用を誰

が負担するかという点も含めて、財政援助の不足及びそれ

に大きく関わるトップの意識等の欠落が問題となるものと

予想される O 逆に、財政援助のポイントの低さは、我が国

の医薬品の経済的評価の現状が、財政的な負担が発生する

以前のレベルにあることを示唆しているとも言える。

その他の回答では、医薬品の経済的評価自体の信頼性の

欠落、医薬品の経済的評価自体がまだ充分知られていない

こと、医療全般に渡るコスト意識の欠落等が挙げられてい

る。

3 今後の医薬品の経済的評価の進展に向けての若干

の考察

医薬品の経済的評価が適切に実施され、その情報が適切

に医療供給システムの中で活用されるならば、医薬品使用

の効率化、ひいては医療費という限られた資源の最適配分

に資することは論を待たない。

しかし、今回のアンケート調査全体を通しての浮かび上

がるイメージは、「医薬品の経済的評価の必要性は漠然と認

識されているものの、方法論、目的に関する社会的な共通

認識は形成されていない」というものであった。また、各

属性とも医薬品の経済的評価に対する認識、取り組みに大

きな差異はなく、換言すれば、医薬品の経済的評価を推進

する主体が存在しないことを意味する。その理由はどこに

あるのか、以下、アンケートの結果からやや離れて、米国

との比較をもとに、この点に関する簡単な考察を行う。

医薬品の経済的評価が最も盛んに行われている米国に比

べ、わが国においてその進展が見られない最大の理由は、

医薬品の経済的評価を積極的に実施しようという強いイン

センティブを有する主体が存在しないことにあると考えら

れる。

米国では、HMO等の第三者支払機関の、コスト削減に対

する経済的インセンティブが最大の推進力となっており、

これら第三者支払機関に対するマーケティング上の必要性

から、製薬企業における経済的評価が活発に行われている

のが実態である。

翻ってわが国では、保険者の側でのコスト削減あるいは

効率化へのインセンティブは、消費者に保険者を選択する

自由がないこととも相侯って、米国ほど強力にはなってい

ない。また、そのようなインセンティブが存在したとして

も、消費者の医療機関へのアクセスの自由が保障されてい

るわが国のシステムの下では、個別の保険者が、フォーミ

ュラリーを作成する等の方法で、医療機関の薬剤の選択に

干渉することは制度上無理があり、経済的評価の実際上の

活用可能性が限られている。
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他方、医療機関の側でも、出来高払いによって、医薬品

使用についての(少なくとも)実コストの補填が保障され

ている現状では、個別の経営主体として費用対効果を考慮

する経済的インセンティブは存在しない。

また、消費者の側でも、前述のように保険者を選択する

自由がなく、しかも低い自己負担率のもとでは、そもそも

医薬品の価格に対する意識自体が希薄であると考えられ

る。

このような現状の下では、製薬企業側でも医薬品の経済

的評価を実施するマーケティング上のインセンティブは存

在しない。

すなわち、医療システム自体に経済的評価を実施するイ

ンセンティブが内包されていない点が、医薬品の経済的評

価の進展における日米の差異の主要因であり、同時に、わ

が聞における医薬品の経済的評価の進展に向けての最大の

課題であると考えられる。

最初に述べたように、医薬品の経済的評価の結果自体は、

医薬品という財に関する新たな情報を追加するものであ

り、その情報がどのように活用されるか、システムのなか

にどのように取り込まれるかは別の次元の問題として存在

する。換言すれば、医薬品の経済的評価を推進するために

は、その方法論の確立等の技術的な課題の解決と同時に、

その情報を医療システムの中にどのように取り込むかの議

論が必要であることを意味している。今後、医薬品の経済

的評価を進展させるためには、後者に関する議論の充実が

必要な時期に来ていると考える。

4 結語

調査概要でも述べたように、今回のアンケートは個人を

対象として実施しており、組織としての回答を求めるもの

とはなっていない。また個人レベルでの回答を求めたため

に、回答内容は個人の認識、資質に大きく依存しているも

のと思われる。そのため、今回のアンケート調査のデータ

及びその分析に関しては上記前提を十分認識しなければな

らないが、緒についたばかりの、わが国の医薬品の経済的

評価の進展状況の一側面を映し出すことができたと考え

る。
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(Optional， strictly confidentiaI) 
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PHARMACOECONOMICSURVEY 

Pharmacoeconomic research is defined as the identification， me，αsurement， and comjうarison01 the costs and consequences 01 
ρharmaceuticalρroducts and services. 

Purpose 

The purpose of this survey is to assess interest in pharmacoeconomic research. The following are the objectives of this survey : 

A. Determine who is conducting pharmacoeconomic research， how long they have actively been involved in this type of 

research， and what type of training they have had in pharmacoeconomic research. 

B. Examine the opinions concerning the need for pharmacoeconomic research， when the research should occur in the drug 

development process， and how the data and conclusions can best be used. 

C. Determine the usefulness of巴conomicevaluations in ]apan and what types of evaluations are used most often. 

D. Determine the usefulness of Quality Of Life (QOL) research in the ]apanese market and what types of QOL instruments 

are used most often. 

E. Identify the most common barriers to well-conducted pharmacoeconomic research. 

1. What is your major area of practice? 

a. Academia 

b. 恥1anufacturing/lndustry

c. 恥1edicalInstitution/Clinic 

d. Government 

e. Other 

Pharmacoeconomic research is defined as the identijication， measurement， and comparison 01 the cosお andconsequences 01 
ρharmaceuticalρroducts and services. Please use this definition iηαnswering questions 2-10. 
To help lurther define differentゆes01ρharmacoeconomic analysis， the lollowing definitions areρrovided. 

Definition/ descrψtion 

a. Cost-benefit analysis (CBA) : 

百qうe01 analysis that measures benefit in monetary uniぉ(￥)and computes net gain or loss. 
b. Cost-minimization analysis (CMA) : 

ちpe01 analysis that finds the lowest cost ρharmaceutical (子)among those shown to be 01 equal therapeutic benefit. 
c. Cost-effectiveness analysis (CEA) : 

Type 01 analysis that compares pharmaceuticals with therapeutic e.酔ctsmeasured inρhysical uniお (e.g.， bloodρressure， 
or number 01 strokes) and computes aヂ Cost/互酢ctratio. 
d. Cost-utility analysis (CUA) : 

ち!pe01 analysis that measures ther.ゆeuticconsequences in utility un佑 ratherthan inρhysical units; computes a子
Cost / Utility ratio 

2. How many years have you participated in pharmacoeconomic research? 

a. 一一一一Donot participate in pharmacoeconomic research 

b. 1-3 years 

c. 4-6 years 

d. 一一一一 7-9years 

e. >9 years 
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2 b. If you do not particip坐豆inpharmacoeconomic research: How many years have you盟主空Qpharmacoeconomic research? 
a. Do not utilize pharmacoeconomic research 

b. 1-3 years 

c. 4-6 years 

d. 7-9 years 

e. >9 years 

3. What specifi.c training have you had in pharmacoeconomic research? Please check all that apply. 

a. Advanced degree (please specify 

b. Fellowship 

c. Attended workshops 

d. ー←一一On-the-jobtraining 

e. Other 

4. Are the trends in ] apan' s health care environment altering the need for pharmacoeconomic research? Pleas巴placean X 

on th巴 scalebelow. 

Signifi.cant increase 

in need 

Signifi.cant decreas巴

in need 

5. How appropriate is the application of pharmacoeconomic data for th巴followingdecisions? Please place an X on the line 

below巴achitem. 

a. Societal decisions (eg， policy making， allocation of limited resources) 

Least appropriate一一一一一一一一一 Mostappropriate 

b. Industry decisions (eg， drug development， marketing) 

Least appropriate Most appropriate 

c. Institutional decisions (eg， Physician or Hospital formulary decisions) 

Least appropriat巴 Mostappropriate 

d. Patient management decisions (巴g，clinical decision making， QOL) 

Least appropriate 

e. Other 

Least appropriate 

- ・・.
・・ Most appropriate 

Most appropriate 

6. How valuable is pharmacoeconomic research in each of the following steps in the drug research and development (R&D) 

process? Please place an X on the line below each item. 

a. Pre-clinical (studies in animals) 

Not valuable at all Extremely valuable 

b. Phase 1 (safety studies in healthy humans) 

N ot valuable at all ・ Extremely valuable 

c. Phase II (smaller safety&e伍cacystudies in patients with illness) 

Not valuable at all Extrem巴lyvaluable 

d. Phase III (large scale studies in patients with illness) 

Not valuable at all ・ Extremely valuable 

e. Phase IV (studies after the drug has been appoved， and used in the medical system: Post-market studies) 

Not valuable at all 一一一←一一 一一一Extremelyvaluable 

7. Are the trends in ]apan' s health care environment changing the value of research on Patient Preferenc巴sand Satisfaction 

with different therapies? Please place an X on the line below best indicating your viewpoint 

Signifi.cant Increase -・・. Signifi.cant Decrease 

in value in value 

8. Giv巴nthe number of available pharmaceuticals， and current health care environment in ] apan， how valuable is Quality of 

Life (QOL) data in di妊erentiatingcomparable drugs? Please place an X on th巴lin巴belowbest indicating your viewpoint. 

Extremely valuable N ot at all valuable 
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9. Which of the following Quality of Life (QOL) instruments do you use most often? (Pleas巴markonly one response.) 

a. Pre-existing general instrument 

b. Self-developed general instrument 

c. Pre-existing disease-specific instrument 

d. Self-developed disease-specific instrument 

e. None 

10. Which of the following economic analyses do you find most useful in your area of practice or responsibility? (Please refer 

to the definitions on p. 2 before answering， and mark only one response.) 

a. Cost-Benefit Analysis (CBA) 

b. Cost-Minimization Analysis (CMA) 

c. Cost-E任ectiven巴ssAnalysis (CEA) 

d. Cost-Utility Analysis (CUA) 

e. None 

11. Please rank， from 1 (largest) to 6 (smallest)， the current barriers to expertis巴inpharmacoeconomic research in J apan? 
a. Lack of training facilities 

b. Lack of interest in the topic 

c. Lack of financial support 

d. Lack of trained experts in appli巴dpharmacoeconomics 

e. Lack of good quality data 

e. Other 
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J apanese Pharmacoeconomic Survey 

一- Methods and Results -一一

Hisakazu O'chi*l 

N obuaki Tanaka， M.B.A. *3 

Chris Kozma， Ph.D.*5 

Tetsuya Kuwayama *2 

Gregory P. Hess， M.D.， M.B.A. *4 

Amy Grogg Pharm.D.*6 

We surveyed the representatives from the (1) J apan Pharmaceutical Manufacturers Associa-

tion， (2) health economic researchers registered with Institute for Hea1th Economics and 

Policy， (3) universities with pharmacy schools， (4) university hospitals and (5) 0伍cialsin the 

Ministry of Hea1th and Welfare to assess current perspectives on pharmacoeconomic 

research (PER) in Japan. 

We collected 114 returns of 268 mailed questionnaires designed to assess and describe the; 

1) main conductors of PER， experience with research， and types of training received， 

2) possible utilization of PER on various decision-making and on R&D processes for 

pharmaceutical development， 

3) methods of PER， 

4) the most common barriers to well-conducted PER. 

Qualitatively， PER in J apan is in the initial stages of development， and approximately 60-

65% of those sampled indicated that they are not actively conducting or utilizing PER. All 

respondents indicated that PER is potentially useful and on average see its utilization as 

most important in industry and in Phase IV of the R&D process. A consensus on methodol-

ogy or objectives does not exist at this time. The largest barriers to PER in J apan were 

considered by respondents to be lack of trained experts and lack of good quality data. 

[Key wordsJ 

medical technology assessment， pharmacoeconomic research， survey in J apan， survey of 

development， specific training， possible utilization， pharmaceutical research and develop-

ment (R&D) ， methodology， barriers 
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